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 1 人口の現状分析

日本の人口の現状

日本の総人口は増加を 続けていまし たが、 平成2 7 （ 2 0 1 5 ） 年国勢調査において、 はじ めて減少に転じ ま

し た。 今後も 減少を 続け、 令和3 7 （ 2 0 5 5 ） 年には1 億人を 割ると 推計さ れています。

また、 年少人口（ 1 5 歳未満） およ び生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳） は減少し 続ける 一方で、 老年人口（ 6 5 歳

以上） は増加し 、 令和2 2 （ 2 0 4 0 ） 年にピーク を 迎える と 推計さ れています。

1 人口ビジョ ン

2 ,5 1 5

（ 2 4 .0 ％）
1 ,6 8 0

（ 1 3 .2 ％）

1 ,5 0 3

（ 1 1 .9 ％）

1 ,1 9 4

（ 1 0 .8 ％）

1 ,1 3 8

（ 1 0 .7 ％）
9 5 1

7 ,2 1 2

（ 6 8 .9 % ）
8 ,1 0 3

（ 6 3 .8 ％）

7 ,5 0 9

（ 5 9 .5 ％）
5 ,9 7 8

（ 5 3 .9 ％）

5 ,5 8 4

（ 5 2 .5 ％）
4 ,7 9 3

（ 5 1 .6 ％）

7 3 9

2 ,9 2 5

（ 2 3 .0 ％） 3 ,6 0 3

（ 2 8 .6 ％） 3 ,9 2 1

（ 3 5 .3 ％）

3 ,9 1 9

（ 3 6 .8 ％） 3 ,5 4 0

（ 3 8 .1 ％）

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

1 4 ,0 0 0

実績値 推計値

（ 万人）
生産年齢人口（ 1 5～6 4 歳） 老年人口（ 6 5 歳以上） 年齢不詳

1 2 ,8 0 6

1 0 ,6 4 2

9 ,2 8 4

1 0 ,4 6 7

1 2 ,6 1 5

1 1 ,0 9 2

年少人口（ 1 5 歳未満）

（ 7 .1 ％）

（ 1 0 .2 ％）

1 9 7 0 年 1 9 8 0 年 1 9 9 0 年 2 0 0 0 年 2 0 1 0 年 2 0 2 0 年 2 0 3 0 年 2 0 4 0 年 2 0 5 0 年 2 0 6 0 年

総人口の推移（ 全国）

出典： 国勢調査（ 総務省）
日本の将来推計人口（ 2 0 1 7 年推計）（ 国立社会保障・ 人口問題研究所）

注記： 2 0 1 5 年および2 0 2 0 年は不詳補完値による。

1 総論基本計画
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出生数は減少を 続けており 、 平成2 8 （ 2 0 1 6 ） 年には1 0 0 万人を 下回り まし た。 また、 合計特殊出生率
＊1

については、 人口規模が長期的に維持さ れる 水準（ 人口置換水準： 平成2 7 （ 2 0 1 5 ） 年は2 .0 7 ） を 1 9 7 0 年

代半ばに下回り 、 その状態が今日まで続いています。

出生数と 合計特殊出生率の推移（ 全国）

東京圏
＊2

において、 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年以降は転入超過数が減少

し ていますが、 就職する 年齢層の2 0 ～2 4 歳の転入超過は依然多く なっ ており 、 東京一極集中の傾向が継続

し ています。

＊1  ある期間（ １ 年間） の出生状況に着目し たも ので、 その年における各年齢（ 1 5 ～4 9 歳） の女性の出生率を合計し たも の。 一人の女性が一生の間

に生む子ども の数に相当する。

＊2  東京都、 埼玉県、 千葉県、 神奈川県のこ と 。

1 .3 3  

0 .0 0

0 .5 0

1 .0 0

1 .5 0

2 .0 0

2 .5 0

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

出生数 合計特殊出生率

2 0 2 0 年

2 0 0 5 年

最低の合計特殊出生率

1 .2 6

第 2 次ベビ ーブーム

2 ,0 9 1 ,9 8 3 人

1 9 6 0 年 1 9 7 0 年 1 9 8 0 年 1 9 9 0 年 2 0 0 0 年 2 0 1 0 年 2 0 2 0 年

2 0 1 6 年

（ 万人）

（ 1 9 7 1 ～ 1 9 7 4 年）

出生数が 1 0 0 万人を 下回る

9 7 7 ,2 4 2 人

合計特殊

出生率
1 9 6 6 年

ひのえう ま

1 ,3 6 0 ,9 7 4 人

出典： 人口動態調査（ 厚生労働省）

6 2 ,1 1 2  6 8 ,4 8 2  7 0 ,6 4 8  7 2 ,1 4 9  

7 5 ,1 0 3  
7 9 ,9 6 4  

7 3 ,1 6 6  
6 9 ,9 3 6  

1 1 6 ,0 4 8  
1 2 7 ,6 2 3  1 2 5 ,2 8 2  1 2 5 ,5 3 0  

1 3 9 ,8 6 8  

1 4 8 ,7 8 3  

9 9 ,2 4 3  

8 1 ,6 9 9  

‒5 0 ,0 0 0

0

5 0 ,0 0 0

1 0 0 ,0 0 0

1 5 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年 2 0 2 1 年

0 ～ 1 4 歳 1 5 ～ 1 9 歳 2 0 ～ 2 4 歳 2 5 ～ 2 9 歳 3 0 ～ 3 4 歳

3 5 ～ 3 9 歳 4 0 ～ 6 4 歳 6 5 歳以上 総数

（ 人）

東京圏の年齢階級別転入超過数の推移（ 全国）

出典： 住民基本台帳人口移動報告（ 総務省）

注記： 外国人含む
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新潟市の人口の現状

新潟市の総人口の推移を みる と 、 大正9 （ 1 9 2 0 ） 年の国勢調査開始以来増加し 続けていまし たが、 平成

1 7 （ 2 0 0 5 ） 年の8 1 3 ,8 4 7 人を ピーク に減少に転じ ています。 男女共にほぼ同様の傾向が見受けら れます。

労働力人口の大半を 占める 生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳） の割合は、 平成2 （ 1 9 9 0 ） 年を ピ ーク に減少が続

いています。 老年人口（ 6 5 歳以上） の割合は令和2 （ 2 0 2 0 ） 年まで急増し ている 一方で、 年少人口（ 1 5 歳

未満） の割合については、 減少を 続けています。

3 3 3 ,7 4 6

6 0 3 ,7 3 3

8 1 3 ,8 4 7
7 8 9 ,2 7 5

0

1 0 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

3 0 0 ,0 0 0

4 0 0 ,0 0 0

5 0 0 ,0 0 0

6 0 0 ,0 0 0

7 0 0 ,0 0 0

8 0 0 ,0 0 0

9 0 0 ,0 0 0

1 9 2 0 年 1 9 3 0 年 1 9 4 0 年 1 9 5 0 年 1 9 6 0 年 1 9 7 0 年 1 9 8 0 年 1 9 9 0 年 2 0 0 0 年 2 0 1 0 年 2 0 2 0 年

（ 人）

男性 女性 総人口

2 0 2 0 年2 0 0 5 年

1 9 2 0 年

1 9 7 0 年

1 0 0 年前

5 0 年前

人口のピーク 現在

2 3 .4  

2 1 .7  

1 8 .8  

1 6 .2  

1 4 .6  

1 3 .5  

1 2 .8  

1 2 .2  

1 1 .6  

6 7 .6  

6 7 .9  

6 8 .7  

6 8 .6  

6 7 .5  

6 5 .9  

6 4 .0  

6 0 .9  

5 8 .7  

9 .0  

1 0 .4  

1 2 .5  

1 5 .1  

1 7 .9  

2 0 .6  

2 3 .2  

2 6 .9  

2 9 .7  

1 9 8 0 年

1 9 8 5 年

1 9 9 0 年

1 9 9 5 年

2 0 0 0 年

2 0 0 5 年

2 0 1 0 年

2 0 1 5 年

2 0 2 0 年

年少人口（ 1 5 歳未満） 割合 生産年齢人口（ 1 5 ～ 6 4 歳） 割合 老年人口（ 6 5 歳以上） 割合

老
年

人
口

割
合
（

高
齢

化
率
）の

増
加

出典： 国勢調査（ 総務省）

出典： 国勢調査（ 総務省）

注記： 2 0 1 5 年および2 0 2 0 年は不詳補完値による。 2 0 1 0 年以前については不詳を除いて算出し ている。

総人口の推移（ 新潟市）

年齢区分別人口割合の推移（ 新潟市）
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人口動態は、 自然動態（ 一定期間における 出生・ 死亡を 伴う 人口の動き ） と 社会動態（ 一定期間における

転入、 転出およびその他の増減を 伴う 人口の動き ） から 構成さ れます。

自然動態については、 死亡数が出生数を 上回り 、 自然減が年々拡大し ています。 社会動態については、 平

成2 8 （ 2 0 1 6 ） 年以降は社会減の傾向にあり 、 人口減少が進行し ています。

5 5 7  

‒1 ,0 7 2  

‒1 ,4 5 2  
‒1 ,7 9 1  

‒1 ,5 3 6  

‒2 ,7 0 7  

‒3 ,2 9 8  
‒3 ,5 7 0  

‒4 ,0 8 2  

‒3 ,6 1 3  

‒5 ,0 2 4  

‒6 ,0 0 0

‒5 ,0 0 0

‒4 ,0 0 0

‒3 ,0 0 0

‒2 ,0 0 0

‒1 ,0 0 0

0

1 ,0 0 0

2 ,0 0 0

2 0 1 1 年 2 0 1 2 年 2 0 1 3 年 2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年 2 0 2 1 年

自然動態 社会動態 人口の増減（ 自然動態 + 社会動態）
（ 人）

出典： 新潟県人口移動調査結果報告

注記： 前年1 0 月1 日～当該年9 月3 0 日

自然動態・ 社会動態の推移（ 新潟市）
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自然動態

新潟市の合計特殊出生率は、 平成2 7 （ 2 0 1 5 ） 年を ピ ーク に低下し ていま す。 全国や県も 同様に平成2 8

（ 2 0 1 6 ） 年から 低下の傾向と なっ ています。 また、 出生数は減少を 続けています。

新潟市の平均初婚年齢は男女共に上昇し ており 、 晩婚化が進行し ています。 また、 出生時の母親の平均年

齢を 出生順位別にみると 、 第1 子から 第3 子まで、 全ての出生順位で平均年齢が上昇し 、 晩婚化に伴っ て晩産

化の傾向と なっ ています。

6 ,1 8 1 6 ,1 8 2 5 ,9 3 6 5 ,7 2 4 5 ,6 6 9 5 ,3 2 3 5 ,1 5 4 5 ,1 3 2

1 .3 3  

1 .3 7  
1 .3 4  

1 .3 1  
1 .3 3  1 .2 8  

1 .3 0  

1 .3 3  

1 .4 2  

1 .4 5  
1 .4 4  1 .4 3  

1 .4 2  

1 .3 6  

1 .3 3  

1 .3 0  

1 .4 3  

1 .4 4  
1 .4 3  

1 .4 1  1 .4 1  
1 .3 8  

1 .3 3  

1 .3 2  

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 .0 0

1 .1 0

1 .2 0

1 .3 0

1 .4 0

1 .5 0

2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年 2 0 2 1 年

新潟市出生数 新潟市合計特殊出生率

全国合計特殊出生率 新潟県合計特殊出生率

出生数

（ 人）

合計特殊

出生率

2 9 .1
2 9 .4

3 0 .6

3 1 .1

3 0 .2

3 0 .7

3 2 .2  

3 3 .0  

3 3 .7

3 4 .5

2 8

2 9

3 0

3 1

3 2

3 3

3 4

3 5

2 0 1 1 年 2 0 1 2 年 2 0 1 3 年 2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年

平均初婚年齢（ 妻） 平均初婚年齢（ 夫）

第 1 子出生時の母の平均年齢 第 2 子出生時の母の平均年齢

第 3 子出生時の母の平均年齢
（ 歳）

出典： 人口動態調査（ 厚生労働省）、 人口動態統計（ 確定数） の概況　 新潟県版（ 新潟県）

注記： 国勢調査年の新潟市合計特殊出生率は人口動態調査（ 厚生労働省）

出典： 人口動態調査（ 厚生労働省）

出生数と 合計特殊出生率の推移（ 新潟市）

平均初婚年齢と 出生順位別の平均年齢の推移（ 新潟市）
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政令指定都市と の比較

令和2 （ 2 0 2 0 ） 年の新潟市の合計特殊出生率は、 2 0 政令指定都市中9 位と なっ ていますが、 同規模政令指

定都市（ 浜松市、 岡山市、 熊本市） と 比較すると 低く なっ ています。

合計特殊出生率（ 政令指定都市比較）

令和2 （ 2 0 2 0 ） 年の新潟市の有配偶出生率は政令指定都市の平均よ り 低く 、 政令指定都市中1 5 位と なっ

ています。

1 .0 9

1 .1 7

1 .3 0

1 .2 4 1 .2 5 1 .2 6

1 .2 3

1 .3 0

1 .3 2

1 .4 4

1 .3 4

1 .1 5
1 .1 7

1 .4 4

1 .2 7

1 .4 1 1 .4 2

1 .4 7

1 .2 0

1 .5 1

1 .0 0

1 .1 0

1 .2 0

1 .3 0

1 .4 0

1 .5 0

1 .6 0

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

横
浜
市

川
崎
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

出典： 人口動態調査（ 令和2 年： 厚生労働省）

注記： 人口や財政力指数、 人口移動の特徴が新潟市と 似ている 浜松市、 岡山市、 熊本市を同規模政令指定都市と し ている。

6 6 .8  

7 1 .8  7 1 .3  

6 6 .3  
6 8 .0  

7 4 .8  

6 8 .3  

7 0 .5  
6 9 .8  

7 1 .5  

7 8 .7  

7 6 .2  

8 3 .8  

7 4 .2  
7 2 .5  

8 0 .2  

7 5 .1  

8 0 .4  

8 3 .6  

8 7 .3  

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

政令市平均
7 4 .1

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

横
浜
市

川
崎
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

出典： 国勢調査（ 令和2 年： 総務省）、 人口動態調査（ 令和2 年： 厚生労働省）

注記： 有配偶出生率は、 出生数に対する1 5 ～4 9 歳有配偶女性人口千対割合（ 日本人のみ）

有配偶出生率（ 政令指定都市比較）
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子育て市民アンケート 調査

（ 調査対象） ①就学前児童の保護者、 ②小学生の保護者、 各8 0 0 名　 合計1 ,6 0 0 名

（ 回収数） ①3 3 6 名、 ②3 5 2 名　 合計6 8 8 名

〇理想と する子ども の人数と 実際にも つ予定の子ども の人数のギャ ッ プについて

新潟市が令和4 （ 2 0 2 2 ） 年度に実施し た子育てに関する アン ケート 調査の結果によ る と、「 理想と する 子

ども の人数」 が3 人以上と 回答し た人は5 0 .5 ％である のに対し て、「 実際にも つ予定の子ども の人数」 が3 人

以上と 回答し た人は3 1 .1 ％にと どまっ ており 、 ギャ ッ プがあるこ と がわかり ます。

〇実際にも つ予定の子ども の人数が理想より 少ない理由

一方、 同調査では、 実際にも つ予定の子ども の人数が理想と する 子ども の人数よ り 少ない理由と し て 、 経

済的な理由のほか、 仕事と 子育ての両立が難し いと いっ た理由が就学前児童保護者・ 小学生保護者共に上位

と なっ ています。

1 4 .0  

4 .2  

5 4 .9  

4 5 .2  

2 6 .1  

4 2 .7  

5 .0  

7 .8  

0 2 0 4 0 6 0 8 0 1 0 0

実際

理想

1 人 2 人 3 人 4 人以上

5 0 .5

3 1 .1

（ ％）

就
学
前
児
童
の
保
護
者

大学教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 5 6 .3 %

高等学校教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 5 2 .1 %

出産費用等の経済的負担が大きいから 5 0 .4 %

義務教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 4 7 .1 %

就学前において幼稚園や保育所の保育料などの様々な費用がかかるから 4 3 .7 %

仕事と 子育ての両立が難し いから 4 1 .2 %

小
学
生
の
保
護
者

大学教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 4 2 .0 %

年齢的に妊娠・ 出産が難し いから 4 2 .0 %

仕事と 子育ての両立が難し いから 3 6 .6 %

高等学校教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 3 5 .1 %

義務教育期間において教育に関する様々な費用がかかるから 3 1 .3 %

妊娠・ 出産が精神的・ 肉体的に大変だから 3 0 .5 %

出典： 新潟市子育て市民アンケート 調査（ 令和4 年度）
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社会動態

近年は社会減の傾向と なっ ています。 特に大学など を 卒業し 、 就職する 年齢層の2 0 ～2 4 歳の転出超過が

最も 多く なっ ています。

県内から は転入超過であり 、 人口のダム機能は一定程度果たし ている 一方で 、 東京圏への転出超過はそれ

を 上回っ ており 、 その傾向は続いています。

- 5 9 7  

- 5 3 2  
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0
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2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年 2 0 2 1 年

0 ～1 4 歳 1 5 ～1 9 歳 2 0 ～2 4 歳 2 5 ～2 9 歳 3 0 ～3 4 歳

3 5 ～3 9 歳 4 0 ～6 4 歳 6 5 歳以上 総数

（ 人）

- 1 ,8 9 6  - 1 ,9 9 7  - 2,1 0 2  - 2,2 6 7  
- 2,5 5 1  

- 2,4 9 3  
- 1 ,6 7 7  - 1 ,8 5 0  

1 ,8 1 0

2 ,2 9 1 1 ,9 1 7 1 ,7 2 2
2 ,1 5 3 2 ,0 7 7 2 ,0 8 1

1 ,5 7 0  

- 31 4  

1 9 9  

- 3 7 1  
- 6 9 2  

- 5 5 5  - 4 7 7  

2 0 8  

- 5 2 3  

-4 ,0 0 0

-3 ,0 0 0

-2 ,0 0 0

-1 ,0 0 0

0

1 ,0 0 0

2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

2 0 1 4 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年 2 0 1 8 年 2 0 1 9 年 2 0 2 0 年 2 0 2 1 年

県内 九州・ 沖縄 四国 中国 近畿 中部

東京圏 北関東 東北 北海道 計

（ 人）

出典： 住民基本台帳人口移動報告（ 総務省）

注記： 2 0 1 8 年から 外国人含む

出典： 住民基本台帳人口移動報告（ 総務省）

注記： 2 0 1 8 年から 外国人含む

年齢階級別転入・ 転出超過数の推移（ 新潟市）

地域ブロッ ク 別転入・ 転出超過数の推移（ 新潟市）
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令和2 （ 2 0 2 0 ） 年において、 2 0 ～2 4 歳の男性の転出超過数が特に多い産業は「 情報通信業」 およ び「 医

療・ 福祉」 と なっ ています。 また、 女性の転出超過数が特に多い産業は「 医療・ 福祉」 および「 卸売業・ 小

売業」 と なっ ています。
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ス
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医
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・
福
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教
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・
学
習
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連
サ
ー
ビ
ス
業
・
娯
楽
業

Ｍ
　
宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

Ｌ
　
学
術
研
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・
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門
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術
サ
ー
ビ
ス
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不
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産
業
・
物
品
賃
貸
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金
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業
・
保
険
業

Ｉ
　
卸
売
業
・
小
売
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Ｈ
　
運
輸
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・
郵
便
業

Ｇ
　
情
報
通
信
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Ｆ
　
電
気
・
ガ
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・
熱
供
給
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水
道
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Ｅ
　
製
造
業

Ｄ
　
建
設
業

Ｃ
　
鉱
業
・
採
石
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・
砂
利
採
取
業

Ｂ
　
漁
業

Ａ
　
農
業
・
林
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男性 女性

（ 人）

出典： 国勢調査（ 令和2 年： 総務省）

産業別他県と の転入・ 転出超過数（ 2 0～24 歳）（ 新潟市）
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若者の市外転出の意向状況にかかるアンケート 調査

若者が進学およ び就職のタ イ ミ ングで市外へ転出し ている 現状を 踏まえ 、 若者の市外転出の意向状況を 把

握する ため、 新潟市内の高校生・ 大学生等の男女を 対象と し て、 令和元（ 2 0 1 9 ） 年度にアン ケート 調査を

実施し まし た。

（ 調査対象） ①1 6 ～1 8 歳（ 高校生等）、 ②1 9 ～2 2 歳（ 大学生等） の男女、 各2 ,0 0 0 名　 合計4 ,0 0 0 名

（ 回収数） ①7 3 6 名、 ②4 2 7 名　 合計1 ,1 6 3 名

〇希望する職業・ 職種（ 高校生・ 大学生等）

希望する職業・ 職種については、 男性は「 公務員」「 コ ンピュ ータ ・ 情報通信関係」「 製造業関係」「 医療・

保健・ 福祉関係」 の希望が多く 、 女性は「 医療・ 保健・ 福祉関係」「 公務員」「 教員・ 保育士」「 商業関係」 の

希望が多いこ と がわかり ます。

〇希望する卒業後の移住地を 選択し た理由（ 高校生・ 大学生等）

「 希望する進学先や就職先がある から 」 が半数を 占めていますが、「 地元での生活に慣れており 、 精神的に

楽であっ たから 」、「 地元に愛着があっ たから 」 なども 選択さ れています。
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、
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が
な
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友
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や
知
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が
多
い
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親
の
意
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地
元
で

生
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す
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言
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て
い
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や
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良
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無
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5 0 . 6  

2 2 . 3  2 1 .2  

1 4 .1  
1 0 .7  9 .4  8 .3  7 .9  6 . 8  

3 .9  
1 .9  1 . 4  0 .8  

8 . 4  
6 .0  

2 . 2  

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0
全体結果

高校生等

大学生等

（ ％）

※結果はウェ イ ト 付集計

出典： 若者の市外転出の意向状況にかかるアン ケート （ 令和元年度）

注記： 回答者の年齢、 性別の偏り を補正し 、 回答者構成を全体の縮図と するため、 ①②男女ごと に集計ウェ イ ト を算出

（ 配布数構成比÷有効回収構成比）、 有効回収数に集計ウェ イ ト を乗じ てウェ イ ト 付集計を求めている 。
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〇市内企業の認知度と 情報の入手経路（ 高校生・ 大学生等）

全体の4 8 .3 % が市内企業についてあまり 知ら ない、 6 .3 ％が全く 知ら ないと 答えています。

新潟市の企業やそこ で働く 社会人について 、 必ずし も 十分な情報を 得ないまま 、 学生が就職活動に臨むこ

と が、 県外就職によ る人口流出の一因と なっ ていると 考えら れます。

一方、 地元企業に関する 情報の入手経路については、「 学校行事（ 企業見学等）」、「 マスメ ディ ア（ 新聞・

TV等）」、「 家族・ 親族から の情報」、「 SN S
＊1

（ Fa cebook 、 Tw itte r、 In sta g ra m、 Y ouTube等）」、

「 職業体験・ イ ンタ ーンシッ プ」 が上位を 占めています。

＊1  Soc ia l N e tw ork ing  Se rv iceの略。 イ ンタ ーネッ ト を通じ て、 社会的なネッ ト ワーク の構築を支援するサービス。
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個人的に聞く 機会

その他

無回答

全体結果

高校生等

大学生等

（ ％）

※結果はウェ イ ト 付集計

出典： 若者の市外転出の意向状況にかかるアンケート （ 令和元年度）
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 2 人口の将来展望

人口減少段階の分析および人口の将来展望のために、 新潟市独自推計を 行いまし た。

〇市独自推計の考え方

将来展望を 検討する にあたり 、 今後の政策展開によ り 、 どれく ら いの人口減少の抑制を 図る こ と ができ る

かを 示すために、 社会動態や合計特殊出生率を 用いて、 基準と なる推計値（ ベース推計） を 設定し まし た。

〇市独自推計の算出について

市独自推計の算出にはコ ーホート 要因法
＊1

を 用いています。

基準人口は令和2 （ 2 0 2 0 ） 年1 0 月1 日時点人口と し ています。

主な仮定値については以下のと おり です。

人口減少段階の分析

市独自推計に基づき 、 新潟市の人口減少の状況を 分析し まし た。

人口減少は、 一般的に「 第1 段階： 老年人口の増加（ 総人口の減少）」、「 第2 段階： 老年人口の維持・ 微減（ 減

少率0 ％以上1 0 ％未満）」、「 第3 段階： 老年人口の減少」 の3 つの段階を 経て進行すると さ れています。

新潟市の人口減少は、 現在の「 第1 段階」 から 、 令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年以降に「 第2 段階」、 令和4 7 （ 2 0 6 5 ）

年以降に「 第3 段階」 に入ると 推測さ れます。

＊1  ある年の男女・ 年齢別人口を基準と し て、 人口動態率などの仮定値から 将来人口を計算する方法のこ と 。

合計特殊出生率
（ 自然動態）

純移動率
（ 社会動態）

1 .3 4 で一定
（ 平成2 5 （ 2 0 1 3 ） ～平成2 9 （ 2 0 1 7 ） 年の新潟市の値
　 ： 人口動態統計特殊報告・ 厚生労働省）

令和2 （ 2 0 2 0 ） 年国勢調査の人口移動集計より 、 転出率、 転入率を 算出
純移動率（ 転入率※－転出率※） が将来においても 変化し ないと 仮定
※5 歳階級別男女別ごと の転入数（ 転出数） をその区分の人口全体で除し て算出し たも の

…

…

8 0  

6 7  

6 9  

1 0 8  

0

2 0

4 0

6 0

8 0

1 0 0

1 2 0

2 0 2 0 年 2 0 2 5 年 2 0 3 0 年 2 0 3 5 年 2 0 4 0 年 2 0 4 5 年 2 0 5 0 年 2 0 5 5 年 2 0 6 0 年 2 0 6 5 年

総人口 年少人口（ 1 5 歳未満） 生産年齢人口（ 1 5～6 4 歳） 老年人口（ 6 5 歳以上）

指数

【 第２ 段階】

・ 老年人口の維持・ 微減

・ 年少・ 生産年齢人口の減少が加速

【 第１ 段階】

・ 老年人口の増加

・ 年少・ 生産年齢人口の減少

【 第3 段階】

・ 老年人口の減少

・ 年少・ 生産年齢人口の
　 減少が一層加速

出典： 国勢調査（ 2 0 2 0 年： 総務省）、 新潟市独自推計

人口の減少段階（ 新潟市）
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老年人口は令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年まで増加し 続け、 令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年を 過ぎると 減少に転じ る 見込みです。

一方で、 高齢化率については、 生産年齢人口およ び年少人口が今後も 減少を 続ける ため、 令和2 7 （ 2 0 4 5 ）

年以降も 上昇を 続ける見込みと なっ ています。

 4 0 ,0 0 0  2 0 ,0 0 0 0 2 0 ,0 0 0 4 0 ,0 0 0

男性 女性

（ 人）

 4 0 ,0 0 0  2 0 ,0 0 0 0 2 0 ,0 0 0 4 0 ,0 0 0

0 ～4 歳

5 ～9 歳

1 0 ～1 4 歳

1 5 ～1 9 歳

2 0 ～2 4 歳

2 5 ～2 9 歳

3 0 ～3 4 歳

3 5 ～3 9 歳

4 0 ～4 4 歳

4 5 ～4 9 歳

5 0 ～5 4 歳

5 5 ～5 9 歳

6 0 ～6 4 歳

6 5 ～6 9 歳

7 0 ～7 4 歳

7 5 ～7 9 歳

8 0 ～8 4 歳

8 5 ～8 9 歳

9 0 歳以上

（ 人）

2 0 2 0 年 2 0 3 0 年

 4 0 ,0 0 0  2 0 ,0 0 0 0 2 0 ,0 0 0 4 0 ,0 0 0

男性 女性

（ 人）

0 ～4 歳

5 ～9 歳

1 0 ～1 4 歳

1 5 ～1 9 歳

2 0 ～2 4 歳

2 5 ～2 9 歳

3 0 ～3 4 歳

3 5 ～3 9 歳

4 0 ～4 4 歳

4 5 ～4 9 歳

5 0 ～5 4 歳

5 5 ～5 9 歳

6 0 ～6 4 歳

6 5 ～6 9 歳

7 0 ～7 4 歳

7 5 ～7 9 歳

8 0 ～8 4 歳

8 5 ～8 9 歳

9 0 歳以上

2 0 4 5 年

　 今後も 少子高齢化が進むこ と により 、

令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年には根元（ 若年層） が

さ ら に細く なる形になる と 推計さ れます。

人口ピラ ミ ッ ド （ 新潟市）
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6 5 ,5 3 8  

2 5 3 ,0 5 0  

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

3 5

4 0

4 5

0

1 0 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

3 0 0 ,0 0 0

4 0 0 ,0 0 0

5 0 0 ,0 0 0

6 0 0 ,0 0 0

7 0 0 ,0 0 0

8 0 0 ,0 0 0

9 0 0 ,0 0 0

1 9 8 0 年 1 9 9 0 年 2 0 0 0 年 2 0 1 0 年 2 0 2 0 年 2 0 3 0 年 2 0 4 0 年 2 0 5 0 年 2 0 6 0 年

（ 人）

年少人口（ 1 5 歳未満） 生産年齢人口（ 1 5～6 4 歳） 老年人口（ 6 5 歳以上） 老年人口割合（ 高齢化率）

市独自推計（ 2 0 2 5 年以降）
1 9 8 0 年 2 0 2 0 年

2 0 4 5 年

( ％)

9 .0 %

4 0 .1 ％

2 9 .7 %

2 3 4 ,4 4 6  

出典： 国勢調査（ 総務省）、 新潟市独自推計

注記： 2 0 1 5 年および2 0 2 0 年は不詳補完値による。

2 0 1 0 年以前については不詳を除いて算出し ている。

年齢区分別人口の推移・ 推計（ 新潟市）
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人口減少段階の分析を踏まえた今後の方向性

少子・ 超高齢社会の進展と 若者の東京圏流出などによ り 、 人口の減少が見込まれる なか、 特に生産年齢人

口の減少は、 労働力の不足、 地域経済の縮小、 地域を 支える 担い手の減少と いっ たかたち で 、 企業活動や市

民生活に様々な経済的・ 社会的影響を も たら すこ と が懸念さ れます。

また、 人口減少が続き 、 世代間バラ ン スが変化する こ と で、 イ ン フ ラ を はじ めと する 都市機能や、 社会保

障など日常生活を 支える 各種サービ スの維持が難し く なり ます。 こ う し た社会の機能などが維持でき なく な

るこ と で、 都市の魅力や活力が低下すると 、 更なる人口減少を 招く 恐れがあり ます。

人口が増加し 続けていた時代から 転じ 、 人口が減少し ていく こ れから の時代においては、 人口減少を 和ら

げる施策に加え、 人口減少社会に適応し ていく ための施策を 展開する必要があり ます。

人口の将来展望

人口減少を 和ら げる 施策については、 市民・ 民間事業者・ 各種団体など多様な主体と 連携・ 協働し ながら

進めていく 必要があり ます。

自然動態については、 出会いから 結婚・ 妊娠・ 出産・ 子育てにかけての切れ目のない支援に取り 組むこ と

で、 安心し て子ども を 産み育てる こ と ができ る 社会づく り が必要です。 また、 男女が共に働き ながら 子育て

ができ るよう ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスを 推進する必要があり ます。

社会動態については、 職業を 理由と し た2 0 ～2 4 歳の転出超過が特に多いこ と から 、 多様で魅力ある 雇用

の場の創出や、 若者への市内企業の周知などによ り 地元就職への意識を 醸成する こ と で 、 転出超過を 解消す

る必要があり ます。

総合計画で掲げる政策・ 施策を 推進するこ と により 、 社会動態について、 転出超過の解消（ 社会動態均衡）

を 実現する こ と ができ た場合は、 令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年時点において、 約1 .7 万人の減少抑制が見込まれます。

さ ら に国の長期ビ ジョ ン に準じ た合計特殊出生率（ 2 .0 7 ） を 達成でき た場合は、 約6 .4 万人の減少抑制が見

込まれます。

5 5

6 0

6 5

7 0

7 5

8 0

2 0 2 0 年 2 0 2 5 年 2 0 3 0 年 2 0 3 5 年 2 0 4 0 年 2 0 4 5 年

人口（ 万人）

0

～
～

6 3 1 ,5 1 0 人

6 4 8 ,0 4 3 人
約1 .7 万人増

6 9 5 ,6 7 6 人

約6 .4 万人増

7 1 6 ,0 1 0 人

6 8 1 ,0 3 7 人

6 6 7 ,9 6 5 人

2 0 2 0 年

7 8 9 ,2 7 5 人
7 5 5 ,6 4 6 人

7 4 2 ,3 8 7 人

7 3 6 ,1 0 6 人

シミ ュ レ ーショ ン
合計特殊出生率

（ 自然動態）
純移動率

（ 社会動態）

社会動態均衡＋
出生率国準拠

2 0 4 0 年までに2 .0 7

社会動態均衡

市独自の
ベース推計

2 0 2 0 年国勢調査から 純移動率を 算出
社会動態の傾向が今後も 一定で推移

2 0 2 0 年は国勢調査結果
2 0 2 5 年時点において転出超過を 解消
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 社会動態均衡）

1 .3 4
(2 0 1 3 年～2 0 1 7 年平均)

人
口
減
少
を
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ら
げ
、
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計
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を
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き
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将来想定さ れる変化・ 課題を見据えた政策展開

人口減少・ 少子高齢化が進行する 中、 将来にわたっ て新潟市なら ではの「 心豊かな暮ら し 」 ができ る まち

を 実現し 、 将来世代へ引き 継いでいく ためには、 活力あふれる 新潟市を 築き 、 それを 持続し ていかなければ

なり ません。

そのためには、 総合計画の期間より も さ ら に一歩先の将来、 令和2 2 （ 2 0 4 0 ） 年頃に想定さ れる 変化や課

題を 見据え、 その頃から 逆算し て現時点から 取り 組むべき こ と を 考える 「 バッ ク キャ スティ ン グ」 によ る政

策展開が重要です。

国においても 、 第3 2 次地方制度調査会では、 2 0 4 0 年頃から 逆算し 顕在化する諸課題に対応する ために必

要な地方行政体制のあり 方等について議論さ れ、 その答申では、 人口減少が深刻化し 高齢者人口がピ ーク を

迎える 2 0 4 0 年頃を 展望し て見えてく る 変化・ 課題と その課題を 克服する 姿を 想定し たう えで、 現時点から

取り 組むべき 方策を 整理する視点が重要と さ れまし た。

2 将来想定さ れる変化・ 課題を
見据えた政策展開

1 総論基本計画

令和5 年

（ 2 0 2 3 年）

令和12 年

（ 2 0 3 0 年）

令和2 2 年頃

（ 2 0 4 0 年頃）

総合計画の期間

現状

将来想定さ れる 変化や課題を 見据え、

そこ から 逆算し て現時点から

取り 組むべき こ と を 考える

長期的な方向性
バッ クキャスティ ング

将来にわたって

新潟市ならではの

「 心豊かな暮らし 」 が

できるまちの実現

現状のままでは、 将来想定さ れる 変化・ 課題に

対応でき ない可能性

将来想定さ れる
変化・ 課題

人口減少・ 少子高齢化の進行に的確に対応する ため、

計画期間よ り も さ ら に一歩先の将来（ 2 0 4 0 年頃） にかけて

想定さ れる 変化・ 課題を 見据えて現時点から 取組を 進めます。

バッ ク キャ スティ ング　 イ メ ージ
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204 0年頃までの個別分野と 自治体行政の課題の例

総務省が設置し た自治体戦略2 0 4 0 構想研究会の第一次・ 第二次報告（ 平成3 0 （ 2 0 1 8 ） 年） では、 2 0 4 0

年頃にかけて自治体行政の主要分野で生じ る こ と が想定さ れる変化・ 課題が整理さ れており 、 そこ で言及さ

れているも のには、 以下のよう なも のがあり ます。

上記の変化・ 課題は、 全国的に生じ る こ と が想定さ れるも のですが、 新潟市においても 、 多く の分野にお

いて、 同様の変化・ 課題が訪れる可能性があり ます。

そのため、 総合計画ではバッ ク キャ スティ ン グを 意識し 、「 6 　 各分野の政策・ 施策」 において、 現在直面

し ている 課題だけでなく 将来にかけて想定さ れる 変化・ 課題も 見据えながら 、 それを 克服する ために現時点

から 取り 組む政策・ 施策について記載し ます。

労働 産業・ テクノロジー

子育て・ 教育 医療・ 介護

インフラ・ 公共施設、公共交通空間管理、治安・ 防災

○ 2 0 1 5 年から2 0 4 0 年にかけて、1 5 歳未満の
年少人口は4 0 1 万人減少（ ▲2 5 .1 ％）する。
児童生徒数の減少により 、小規模校が生じ る。

○ 子どもたちが未来の創り 手となるために必要な
資質・ 能力が変わる。ICT＊1環境等の整備や質
の高い教職員の確保など新たな教育への対応
が必要になる。

○ 6 5 歳以上の老年人口は2 0 4 0 年頃にピークを
迎える。7 5 歳以上人口は2 0 5 4 年まで増加し
続ける。

○ 医療・ 介護ニーズが高い8 5 歳以上人口が、
2 0 4 0 年頃に一旦ピークを迎える。医療・ 介護
など対人サービスにおける人材の需要と 供給
のギャップが拡大する。

○ 近年の出生数は、団塊ジュニア世代の半分以下に
とどまる。2 0 4 0 年にかけて生産年齢人口の減少
が加速し 、若者、女性、高齢者の労働参加が進まな
い場合、日本の労働力人口は今後大きく 減少する。

○ 現在有効求人倍率が高い介護・ 看護・ 保育・ 建設・
運輸などの業種は、将来的にも労働力不足が生じ
ると 見込まれる。

○ 東京圏＊2・ 東京圏以外共にサービス産業化が進行
し ている。地方圏では労働集約型サービス業（ 卸・
小売、運輸、医療・ 福祉など）が多く 、労働生産性
が低い傾向にある。

○ テクノロジーの進展により 、ロボット やAI＊3、生命
科学と 共存・ 協調する社会の構築が求められる。

○ 都市においては、空き家・ 空き地が時間的・ 空間
的にランダムに発生する「 都市のスポンジ化」や、
人口集中地区の低密度化が進行する。

○ 空き家、所有者不明土地、耕作放棄地が増加する。

○ インターネット バンキングの不正送金や特殊詐欺
など新たな形態の犯罪が増加する。

○ 首都直下地震、南海ト ラフ 地震の発生確率は、
3 0 年以内に7 0 ％程度と 想定さ れる。

○ 高度成長期以降に整備さ れた道路橋など、建設後
5 0 年以上経過し て老朽化し たインフラ 施設の割合
が加速度的に高く なる。

○ 市町村が保有する主な公共施設の延床面積は、
1 9 7 0 年代に最も増加し ており 、その時期に建設さ
れた公共施設は２０４０ 年には築6 0～7 0 年になる。

○ インフラ の点検を行う 人材の不足に対応し たIoT＊4

化など新たな技術の活用が必要になる。

○ 移動手段の確保が必要な高齢者が増加する。

＊1  In fo rma tion  a nd  Commun ica tion  Techno log y（ 情報通信技術） の略。

＊2  東京都、 埼玉県、 千葉県、 神奈川県のこ と 。

＊3  Artif ic ia l In te llig ence（ 人工知能） の略。 知的な行為を、 人工的に作ら れた知能で可能にする技術のこ と 。

＊4  Inte rne t o f Th ing sの略。 様々なも のがイ ンタ ーネッ ト につながるこ と で、 離れたと こ ろにあるモノ の状態を把握し て操作し たり 、 サービスを利

用し たり でき るこ と 。

総
論

1

新
潟
市
を

取
り
巻
く
状
況

2

新
潟
市
の
強
み

3

政
策
・
施
策
の

全
体
像

4

重
点
戦
略

5

各
分
野
の

政
策
・
施
策

6

区
に
お
け
る
ま
ち

づ
く
り
の
方
向
性

7

基
本
構
想

附
属
資
料

基
本
計
画

28



土地利用の方針

国内外と 結ばれる 都市基盤
＊1

を 有する 拠点性と 、 こ れまで守り 育んでき た田園・ 自然や地域が持つ多様な

魅力や強みを 活かし 、ビジネスや交流、余暇や活動の場と し て、また、住み続けたいまちと し て人を 惹き つけ、

人と 人、 人と 地域がつながり 合う こ と で 、 様々な環境変化の中にあっ ても 持続可能で暮ら し やすい新潟市の

実現を 目指し ます。

＊1  道路、 公園、 上下水道、 鉄道、 港湾など、 社会・ 経済・ 産業などの都市活動を維持し 、 発展を支える基幹的な施設・ 設備のこ と 。

3 土地利用方針

1 総論基本計画

目指す都市構造の全体イ メ ージ
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方針の実現に向けた考え方

考え方1 　 市街地と 田園・ 自然の共生・ 共鳴

市街地については公共交通と 連動し た土地利用や低未利用地
＊1

の活用の促進を 図ると と も に、 雇用の場の

創出や交流人口
＊2

の拡大など市全体や区の持続的な発展につながる 真に必要な開発を 除き 、 市街地の拡大を

こ れまで以上に抑制するこ と で、 その規模を 適切に維持し ます。

また、 新潟市の特徴である広大な田園や海・ 河川・ 里山・ 里潟などの自然環境の保全・ 賢明な利用に努め、

それら を 支える田園集落の維持活性化を 図るこ と により 、 田園・ 自然を 市民共通の財産と し て守り 育みます。

そし て、 市街地と 田園・ 自然が調和し 、 その恵みや機能を 享受し 合う 関係を 深める こ と で 、 お互いの魅力

や強みを 高め合う 、 共生・ 共鳴する 関係を 将来にわたっ て維持するこ と を 目指し ます。

考え方2 　 都市・ 地域の拠点の機能強化

新潟駅周辺地区・ 万代地区・ 万代島地区・ 古町地区を 包含し た「 都心」 について、 市全体や広域都市圏を

けん引する 中心核と し て、 商業・ 業務・ 医療・ 福祉・ 文化・ 教育など の多様な高次都市機能
＊3

が集積し 、 緑

あふれ、 人・ モノ ・ 情報が行き 交う 活力ある拠点と するこ と を 目指し ます。

同時に市民生活の要と し て 、 商業・ 業務・ 行政などの生活利便サービ ス機能が集積し た 、 区の中心と なる

「 地域拠点」 と 、 日常生活を 支える地域コ ミ ュ ニティ の中心と なる 「 生活拠点」 の形成に向け、 それぞれの地

域の特色を 活かし ながら その機能や生活利便性の維持・ 充実を 図り ます。

また、 産業、 業務、 教育、 人流や物流などに特化し 、 その機能が高度に集積し た拠点である 「 機能別拠点」

の機能強化を 図り ます。

考え方3 　 拠点間の連携強化

各地域の拠点間を 道路や公共交通などでつなぎ 、 都心を 中心と し た放射・ 環状型の連携軸を 強化する こ と

で、 ビジネスや生活利便性、 文化、 教育と いっ た8 区や地域が持つ様々な機能の連携・ 交流を 図り ます。

また、 港湾、 空港などの広域交通結節拠点やそのネッ ト ワーク の強化を 図る こ と で国内外の地域と のつな

がり を 強化し ます。

誰も が移動や交流を し やすい環境を 整える こ と で 、 市民生活の利便性を 向上さ せ、 質の高い暮ら し を 可能

にすると と も に、 多様な拠点が連携するこ と で都市全体と し て持続的に発展する都市の実現を 目指し ます。

＊1  用途に供さ れていない空き 地、 空き 家・ 空き店舗の存する土地などのこ と 。

＊2  観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる人々のこ と 。

＊3  商業・ 業務、 教育、 文化、 交流、 医療、 福祉などの都市機能のう ち、 より 広域の人々を対象と し て、 質の高いサービスを提供する機能のこ と 。

目指す都市構造　 イ メ ージ
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